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温室効果ガス排出削減計画書
(令和４～６年度)の

評価の概要・評価結果・分析

資料１
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２ 温室効果ガス排出削減計画書の評価結果

３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

１ 温室効果ガス排出削減計画書の評価の概要
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１ 温室効果ガス排出削減計画書に関する評価の概要

○提出件数などの概要を公表(ｐ４、ｐ５)

・評価は提出のあった初年度のみ行う
→今回提出のあった計画書は計画期間が令和４～６年度のもの
※令和５年度に新たに提出された計画書(１３件)も対象

○計画書を評価(ｐ８)

○評価項目がＡ評価である事業者名を評価項目ごとに県ＨＰで公表(ｐ６)

評
価

評価項目・基準

①温室効果ガス
総合排出量の削減率

②温室効果ガス
総合排出原単位の削減率

③温室効果ガスの排出を抑制する
ために実施する措置

A ４％以上 ４％以上 実施率９０％以上

B ０％ ～ ４％未満 ０％ ～ ４％未満 実施率５０％～９０％未満

C ０％未満 ０％未満 実施率０％ ～５０％未満

○評価項目(①～③の３項目)ごとにＡ、Ｂ、Ｃの三段階で評価

○各事業者へ評価結果を通知
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温室効果ガス排出削減計画書(計画期間：令和４年度から令和６年度)の概要（令和５年１２月末現在） 
 

■提出件数及び排出量 

区分 
提出 
件数 
（件） 

基準年度※1の 
排出量 
(t-CO2) 

目標年度 
(令和６年度)の 

排出量 
(t-CO2) 

特
定
事
業
者 

前年度において使用した燃料の量並びに前年度において他人から供給された熱及び電気の量をエネル
ギーの使用の合理化等に関する法律施行規則第四条各項に定めるところにより原油の数量に換算した量
を合算した量が千五百キロリットル以上である事業所 

320 5,195,901 4,867,495 

小売業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者であって、その県内に存する全ての事
業所の原油換算エネルギー使用量の合計が千五百キロリットル以上であるもの 
親業者であって、当該親業者及び加盟業者の県内に存する全ての事業所の原油換算エネルギー使用量

の合計が千五百キロリットル以上であるもの（※２） 

5 54,023 52,102 

道路運送法第二条第二項に規定する自動車運送事業を営む者であって、使用の本拠の位置を県内に登
録している自動車の総数が、前年度の末日において次のいずれかに該当するもの 

・貨物自動車運送事業法第二条第二項に規定する一般貨物自動車運送事業の用に供する自動車の台数
が百台以上であること 

・道路運送法第三条第一号に規定する一般旅客自動車運送事業の用に供する自動車の台数が百台以上
であること。 

・道路運送法第三条第一号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自動車の台数が百
五十台以上であること（※２） 

11 49,595 47,112 

地球温暖化対策の推進に関する法律施行令第六条第二号から第八号までに規定する事業所のいずれか
を県内に設置している者であって、四月一日において常時使用する従業員の数が二十一人以上であるも
の 

15 1,985,048 1,920,421 

 （重複を除く） 2 41,151 39,446 
中小排出事業者（※２） 10 18,700 17,579 

総数（重複を除く）  348 5,359,370 5,023,734 
 （県全体の排出量に対する割合） - 35.4％ 51.3% 
    

県内全体  
1,515万 t-CO2 

(令和２年度速報値) 
980万 t-CO2 

(令和 12 年度排出量目安)  

※１ 基準年度は令和３年度を原則としていますが、事業者によっては別の年度としている場合があります。 
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■市町村ごとの提出件数及び排出量 

市区町村名 提出件数 
基準年度 

(平成 27年度～令和３年度)の 
排出量(t-CO2) 

市区町村名 
 

提出件数 
基準年度 

(平成 27年度～令和３年度)の 
排出量(t-CO2) 

岐阜市 21 190,252 羽島郡岐南町 0 0 

大垣市 41 1,499,361 羽島郡笠松町 2 6,247 

高山市 8 58,836 養老郡養老町 4 24,109 

多治見市 11 109,017 不破郡垂井町 7 57,714 

関市 26 187,746 不破郡関ケ原町 3 15,449 

中津川市 15 214,996 安八郡神戸町 8 111,373 

美濃市 7 46,683 安八郡輪之内町 5 42,999 

瑞浪市 5 32,256 安八郡安八町 3 22,832 

羽島市 6 26,344 揖斐郡揖斐川町 3 18,172 

恵那市 15 173,641 揖斐郡大野町 3 51,793 

美濃加茂市 11 102,628 揖斐郡池田町 9 70,668 

土岐市 22 166,057 本巣郡北方町 1 16,300 

各務原市 20 227,814 加茂郡坂祝町 1 3,661 

可児市 19 449,070 加茂郡富加町 2 12,457 

山県市 1 9,352 加茂郡川辺町 2 12,854 

瑞穂市 11 83,292 加茂郡七宗町 0 0 

飛騨市 5 129,222 加茂郡八百津町 3 9,365 

本巣市 6 922,630 加茂郡白川町 0 0 

郡上市 7 36,385 加茂郡東白川村 0 0 

下呂市 3 11,983 可児郡御嵩町 8 67,259 

海津市 5 30,464 大野郡白川村 0 0 

その他（※２の一部事業
者） 

19 108,089 合計 348 5,359,370 
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令和４年度 温室効果ガス排出削減計画書 

（計画期間：令和４年度から令和６年度）の評価結果について 
 

 

岐阜県地球温暖化防止及び気候変動適応基本条例第 15条第２項に基づき、温室効果ガ

スの排出の抑制に関する取組の状況等が優れている事業者名を公表します。 

 

【評価結果】                                                 ※５０音順に掲載 

●温室効果ガス排出量の削減率(１１３者） 

 

アイビー電子工業株式会社 

株式会社オーツカ 

カネカ食品株式会社 

河合石灰株式会社 

岐阜県厚生農業協同組合連合会 東濃厚生病院 

独立行政法人国立病院機構 長良医療センター 

サンケミカル株式会社 

サンメッセ株式会社 

中央可鍛工業株式会社 

株式会社日本キャンパック 

ミニストップ株式会社 

株式会社アイキテック 

愛知製鋼株式会社 

アサヒフォージ株式会社 

アピ株式会社 

株式会社アマダ 

アルテミラ製缶株式会社 岐阜工場 

アルプス薬品工業株式会社 

株式会社アルペン 

株式会社イノアックコーポレーション 南濃事業所 

イビデン株式会社 

株式会社今仙電機製作所 

恵那市役所 エコセンター恵那 
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２ 温室効果ガス排出削減計画書の評価結果

３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

１ 温室効果ガス排出削減計画書の評価の概要



２ 温室効果ガス排出削減計画書に関する評価結果

・追加提出１３件を含む３４８件のうち、評価項目ごとのA評価の件数は以下のとおり

(①総合排出量削減率：１３５件、②原単位削減率：１８４件、③措置実施率：２６１件)

・①～③の３項目とも全てＡ評価：８８件／３４８件(全体の２５％)

・①～③の３項目ともＡ評価無し：４３件／３４８件(全体の１２％)
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A 261件(75％)

A 184件(53％)

A 135件(39％)

B 83件(24％)

B 149件(43％)

B 161件(46％)

C 4件(1％)

C 15件(4％)

C 52件(15％)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

措置実施率

原単位削減率

総合排出量削減率

計画書(令和４年度～令和６年度)(提出：348件)

①

②

③
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２ 温室効果ガス排出削減計画書の評価結果

３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

１ 温室効果ガス排出削減計画書の評価の概要
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

県の削減目標に対する評価制度提出事業者の排出割合

• 県全体の温室効果ガス排出量は１，５１５万t-CO2(２０２０年度速報値)

• そのうち、特定事業者による排出量は４０１万t-CO2で２６.５％を占める

2020速報値に
対し26.5％を

占める

県全体の実績
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

県の削減目標に対する計画期間の削減割合

• 県計画で掲げた温室効果ガス削減目標(２０１３→２０３０年度で▲４８％)達成のた
めには、基準年度の２０１３年度から定率削減で推移する場合、毎年度▲３.０％(単
年度削減目安)、評価制度の計画期間である令和４年度から令和６年度までの３年間
では▲８.７％が必要

• 特定事業者による計画期間の増減率の合計は▲６.３％であるため、さらなる取組み
の促進が必要

534

501

480

490

500

510

520

530

540

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

特定事業者排出量

(万t-CO2)

▲6.3％
(目安未達成)

令和4年度 ●
(１年目)▲3.0％

令和5年度 ●
(2年目)▲5.9％

令和6年度 ●
(3年目)▲8.7％



▲41,151(▲4.1%)

▲2,483(▲5.0％)

▲1,921(▲3.6％)

▲328,406(▲6.3％)

0 100,000 200,000 300,000

④その他ガス排出事業者

（廃棄物等）

③運輸事業者

②小売業者、サービス業者

①原油換算エネルギー使用量

1500kL/年以上

計画期間内増減量(増減率)

▲ ▲ ▲
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

○特定事業者の区分ごとの基準年度排出量・増減量(区分別)

• ①原油換算エネルギー使用量1500kL/年以上の事業者の基準年度排出量が９７％を占める
• 各区分ともに計画期間削減目安(▲８.７％)に達しておらず、特に②小売業者、サービス業者や

③運輸事業者の削減率が低い

(t－CO2)

３年間で▲８.7％(計画期間削減目安)計画書
(令和４年度～令和６年度)

提出
件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画
期間内
増減量
(t-CO2)

①原油換算エネルギー使用量
1500kL/年以上 320 5,195,901 ▲328,406

②小売業者、サービス業者
5 54,023 ▲1,921

③運輸事業者
※トラック・バス100台以上、
タクシー150台以上

11 49,595 ▲2,483

④その他ガス排出事業者
(廃棄物等) 15 1,985,048 ▲64,627

重複を除く 2 41,151 ▲1,705

合計(重複を除く) 338 5,340,670 ▲334,515
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

計画書(令和４年度～令和６年度)

提出件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画期間内
増減量
(t-CO2)

産業部門 262 4,741,559 ▲317,909

業務部門 64 544,672 ▲13,881

運輸部門 12 54,439 ▲2,725

合計 338 5,340,670 ▲334,515

○特定事業者の部門ごとの基準年度排出量・増減量(部門別)

▲2,725(▲5.0％)

▲13,88.(▲2.5％)

▲317,909(▲6.7％)

0 100,000 200,000 300,000 400,000

運輸

業務

産業

計画期間内増減量(増減率)

(t－CO2)

３年間で▲８.7％(計画期間削減目安)

▲ ▲▲ ▲

・産業部門が基準年度排出量の８９％を占める
・各部門ともに計画期間内増減率が計画期間削減目安(▲８.7％)より低い
・特に業務部門の計画期間内増減率が▲２.５％と低い
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

提出
件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画期間内
増減量
(t-CO2)

窯業・土石製品製造業 36 2,066,025 ▲232,273

パルプ・紙・紙加工品製造業 18 660,211 ▲48,710

輸送用機械器具製造業 44 451,495 ▲26,616

プラスチック製品製造業
(別掲を除く)

28 263,324 ▲2,491

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

13 246,605 6,883

鉄鋼業 11 155,023 3,666

金属製品製造業 20 150,841 ▲6,639

化学工業 12 141,914
554

鉱業，採石業，砂利採取業 4 130,687 ▲3,555

食料品製造業 17 95,542 ▲1,839

繊維工業 12 82,109 ▲2,328

○特定事業者の業種ごとの基準年度排出量・増減量(産業部門)
提出
件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画期間内
増減量
(t-CO2)

非鉄金属製造業 11 69,082 ▲1,860

電気機械器具製造業 7 66,907 ▲2,444

飲料・たばこ・飼料製造業 5 52,803 ▲5,040

その他の製造業 7 33,397 8,438

はん用機械器具製造業 6 28,330 ▲980

ゴム製品製造業 4 16,164 ▲469

印刷・同関連業 2 10,703 ▲690

生産用機械器具製造業 2 9,024 ▲860

農業 1 5,128 ▲51

木材・木製品製造業
(家具を除く)

1 3,344 ▲504

情報通信機械器具製造業 1 2,901 ▲101

合計 262 4,741,559 ▲317,909

• 基準年度排出量のうち、窯業・土石製品製造業が最も多く４４％を占める

• ２位のパルプ・紙・紙加工品製造業、３位の輸送用機械器具製造業を合わせた基準年度排出量
は部門全体の６７％を占める
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

○特定事業者の業種ごとの増減量・増減率(産業部門)

• 基準年度からの増減量は排出量が最多の窯
業・土石製品製造業が最も多く、計画期間
内の増減率は▲１１.２％と削減目安(▲８.
７％)を達成
→過去５年間の陶磁器製品の生産量は減少
傾向にあるため、事業者による省エネ努力
に加え、生産量の減少を見込んでいると
考えられる

• 一方、電子部品・デバイス・電子回路製造
業は計画期間内の排出量が増加

→過去５年間の電子部品の生産金額が増えて
いることから、DXの流れを踏まえ、生産
量の増加を見込んでいると考えられる

• 計画期間内の削減目安を達成している業種
は２２業種中４業種であり、経済活動の回
復を見込み、排出量の削減が小さいと考え
られる

⇒産業部門における排出削減は各業種の特性を

踏まえた取組みを促進することが必要

【事業者からの声】

• 省エネなどによるこれ以上の削減は難しい
▲0(▲3.5%)

▲1 (▲15.1%)

▲0 (▲1.0%)

▲1 (▲9.5%)

▲1(▲6.4%)

▲0 (▲2.9%)

▲1 (▲3.5%)

8(+25.3%)

▲5 (▲9.5%)

▲2(▲3.7%)

▲2 (▲2.7%)

▲2 (▲2.8％)

▲2 (▲1.9%)

▲4(▲2.7%)

1(+0.4%)

▲7 (▲4.4%)

4(+2.4%)

7(+2.8%)

▲2 (▲0.9%)

▲27 (▲5.9%)

▲49 (▲7.4%) ▲232 (▲11.2％)

▲ 100 0 100 200 300

情報通信機械器具製造業

木材・木製品製造業（家具を除く）

農業

生産用機械器具製造業

印刷・同関連業

ゴム製品製造業

はん用機械器具製造業

その他の製造業

飲料・たばこ・飼料製造業

電気機械器具製造業

非鉄金属製造業

繊維工業

食料品製造業

鉱業，採石業，砂利採取業

化学工業

金属製品製造業

鉄鋼業

電子部品・デバイス・電子回路製造業

プラスチック製品製造業（別掲を除く）

輸送用機械器具製造業

パルプ・紙・紙加工品製造業

窯業・土石製品製造業

計画期間内増減量(増減率)

基準年度

排出量

(多い)

(千t－CO2)

▲ ▲ ▲

基準年度

排出量

(少ない)

３年間で▲８.7％(計画期間削減目安)
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３ 温室効果ガス排出削減計画書の分析

提出
件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画期間内
増減量
(t-CO2)

廃棄物処理業 12 230,726 ▲10,676

医療業 15 74,918 ▲1,600

飲食料品小売業 4 49,181 ▲1,485

水道業 6 34,283 217

学術・開発研究機関 2 30,068 6,776

学校教育 2 26,359 ▲5,072

宿泊業 6 23,407 1,983

各種商品小売業 5 20,254 ▲1,071

国家公務 1 11,534 ▲346

その他の生活関連サービス業 2 9,987 ▲279

その他の小売業 2 8,459 ▲255

○特定事業者の業種ごとの基準年度排出量・増減量(業務部門・運輸部門)

提出
件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画期間内
増減量
(t-CO2)

通信業 2 8,175 ▲555

娯楽業 1 4,141 ▲362

不動産賃貸業・管理業 1 3,699 ▲369

洗濯・理容･美容･浴場業 1 3,592 ▲108

不動産取引業 1 3,182 ▲597

銀行業 1 2,707 ▲82

合計(業務) 64 544,672 ▲13,881

＜業務部門＞

• 基準年度排出量のうち、廃棄物処理業が４２％を占める

• ２位の医療業、３位の飲食料品小売業を合わせた基準年度排出量は部門全体の６５％を占める

提出
件数
(件)

基準年度
排出量
(t-CO2)

計画期間内
増減量
(t-CO2)

道路貨物運送業 10 45,452 ▲2,234

道路旅客運送業 2 8,987 ▲491

合計(運輸) 12 54,439 ▲2,725
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○特定事業者の業種ごとの増減量・増減率(業務部門・運輸部門)

＜業務部門＞
• 基準年度からの増減量は削減目安

(▲８.7％)を下回る業種が１７業種中１
３業種

• 水道業、学術・開発研究機関、宿泊業で
は計画期間内の排出量が増加
→個別事業者によるエネルギー使用量の
増加による影響

• 省エネ法では毎年度原単位削減率
▲１.０％を求めており、この基準を踏ま
えて計画期間(３年間)で▲３.０％前後を
目標として設定している事業者が多いと
考えられる

<運輸部門>
• 基準年度からの増減量は削減目安

(▲８.7％)を下回る

⇒業務・運輸部門も産業部門と同様に各業種

の特性を踏まえた排出削減の取組みを促進

することが必要

▲2 (▲5.5%)

▲0 (▲4.9%)

▲0 (▲3.0%)

▲1 (▲18.8%)

▲0 (▲3.0%)

▲0 (▲10.0%)

▲0 (▲8.7)

▲1 (▲6.8%)

▲0 (▲3.0%)

▲0 (▲2.8%)

▲0 (▲3.0%)

▲1 (▲5.3%)

2(+8.5%)

▲5 (▲19.2％)7(+22.5％)

0(+0.6％)

▲1 (▲3.0％)

▲2 (▲2.1％) ▲11 (▲4.6％)

-10 -5 0 5 10 15

道路貨物運送業

道路旅客運送業

銀行業

不動産取引業

洗濯・理容･美容･浴場業

不動産賃貸業・管理業

娯楽業

通信業

その他の小売業

その他の生活関連サービス業

国家公務

各種商品小売業

宿泊業

学校教育

学術・開発研究機関

水道業

飲食料品小売業

医療業

廃棄物処理業

計画期間内増減量(増減率) ３年間で▲８.7％(計画期間削減目安)

<業務部門>

<運輸部門>

(千t－CO2)

▲ ▲ ▲

基準年度

排出量

(少ない)

基準年度

排出量

(多い)
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